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１．はじめに

　2024 年 1 月、筆者のうち澁谷と西山はカ

ンボジアの首都、プノンペンにある国立ス

タジアムにいた。そこは社会人バレーボー

ルの試合をする選手たちを応援する市民の

大歓声に包まれていた。この国が 1970 年代

からの長きにわたる内戦を経験し、教員を

含めた多くの人々が命を落とし、スポーツ

どころか学校での体育もままならない状況

にあったことを想像できるだろうか。

　カンボジアは 1993 年の総選挙以降、着

実に和平と発展の道を歩んできた。そのカ

ンボジア和平とその後の復興の過程には多

くの日本人の血 2 と汗と涙が流されている。

アトランタ五輪、バルセロナ五輪の女子マ

ラソンでそれぞれ銀メダル・銅メダルを獲

得した有森裕子氏が代表理事を務める特定

非営利活動法人ハート・オブ・ゴールドも

多くの汗を流してカンボジアのスポーツと

体育の振興に取り組んできた。1996 年に

開始されたアンコールワット国際ハーフマ

ラソンはその先駆け的な取組みである。こ

こで培われたカンボジア体育科教育関係者

からの信頼が、2006 年から 2024 年までの

JICA 草の根技術協力を始めとしたカンボジ

ア体育科教育支援に繋がることになる。

　本稿は、先行研究をもとに体育科教育シ

ステムを分析する視点を抽出した上で、カ

ンボジア教育省とハート・オブ・ゴールド

との 18 年間の体育科教育の協働の過程を明

らかにすることを目的とする。その際に体

育科教育を全国に普及させるという政策意

図（マクロレベル）が、教育省各部局・関

係機関に所属するナショナルトレーナー及

び州・郡教育局体育科教育担当官（メゾレ

ベル）、体育リーダー教員や教員（ミクロレ

ベル）でどのように理解され、実践されたか、

関係者のインタビューなどこれまで蓄積し

てきたデータをもとに明らかにする。

　山平、木村、斎藤、白石、(2021) によれば、

カンボジアの体育とスポーツに関する先行

研究の多くは学習指導要領や課外授業など

に関するもので、教育制度・組織や教員養

成システムとしての体育を扱ったものは、

山口 (2012) など限られている。特に長期に

わたる体育科教育システムの変遷や教員養

成と現職教育教員との繋がりなど、歴史的、

包括的な視点でカンボジア体育科教育を論

じたものはこれまでに存在しない。カンボ

ジアにおける体育やスポーツの現場実践記

録や当事者のインタビューはこれまでに数
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点まとめられている ( ハート・オブ・ゴー

ルド 2010、2021HOG: 西山 2024) が、それ

らは体育科教育システムの発展という視点

から分析されたものではなかった。そのた

め、本稿は国際協力活動の実践を通じて蓄

積してきたデータを活用し、カンボジア体

育科教育を教育システム及び歴史的な視点

から分析する意義を有する。

　カンボジアは、アセアン各国と同様に教

員資格を学士化することを通じて教員と教

育の質向上を目指す教育改革を 2017 年から

実行している。体育科教育の教員養成を担

当する国立体育・スポーツ研究所（National 

Institute of Physical Education and 

Sports: NIPES）も同様の道を進んでお

り、NIPES が体育科教育の拠点 Center of 

Excellence として教員養成と現職教員養成

を効果的に繋ぐことへの期待は高い。また、

カンボジアは 2023 年に東南アジア競技大会

（South East Asia (SEA) Games）を開催す

るなど、国全体をあげてスポーツ振興に熱

心に取り組んでいる。このように過去に国

を二分する長期にわたる内戦を経験し、現

在も多民族・多文化社会であるカンボジア

において、スポーツを通じてルールを尊重

し、相手の健闘を称え、平和的な共存を志

向するスポーツは社会的な意義があり、そ

のスポーツの基盤として誰もが参加できる

学校体育のあり方を分析する意義も大きい。

　本稿は、その読者として、カンボジア含

め開発途上国の体育科教育に関心を持つ学

生、JICA 海外協力隊を経験し、これから体

育科教育に関する研究を開始する方々を想

定している。そうした方々にとって、開発

途上国の体育科教育において、どこにどの

ような興味深い研究課題があるのかを知る

ことができる「入門情報」としての価値を

提供することも目指している。

　本稿の構成は次のとおりである。第 1 章

で本稿の背景、目的を整理して全体を概観

する。第 2 章では、先行研究を踏まえ、世

界の体育科教育を巡る歴史的経緯と学校教

育における体育科教育システムを分析する

視点を抽出する。第 3 章では、アセアンに

おけるカンボジア体育科教育の現在地及び

近年のカンボジア教師教育改革の動きにつ

いて描写する。第 4 章では、カンボジア体

育科教育における質の高い教員の輩出・育

成に向けた包括的な取り組みの成果と課題

について、現場での事業実践から振り返る。

最後に、第 5 章で、本稿のまとめを行い、

今後の研究課題についてまとめる。

２．世界の体育科教育を巡る先行研究

国際的な体育の危機と体育教師教育の重要

性に対する認識の高まり

　国際的に見て体育科教育の政策的位置づ

けは不変ではない。体育関係者は、1980 年

代から 1990 年代にはカリキュラム上で配当

される授業時数の削減という、「体育の危

機」にさらされていた。それは 1980 年代の

オランダ、1990 年代初頭のドイツにおいて

顕在化していた。またアメリカにおいては

教科としての地位の安定化に向け、1986 年

に体育のナショナルスタンダード作成に向

けた動きが始まり、1995 年には最初の体育

のナショナルスタンダードが公開されてい

る。また、この対応は、ナショナルスタン

ダードの継続的な改訂過程として現在も継

続している。それをしないことは、教科と

しての位置づけを不安定化させるためであ

る。教科としての体育の危機は、単に発展

途上国のみの問題ではなく、先進国もまた

同じ問題を抱えていた。また、この状況は、

現在でも同様である。

　このような体育の危機は、ICT 導入等に

代表される教育改革の影響によるもので

あった。こうした状況に直面した体育関係

者は、学校教育内における教科としての体

育の重要性を、エビデンスを踏まえ論理的

に主張することを余儀なくされた。その結
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果、体育関係者は、それまで自明とされて

きた体育の価値を多視点的に検討し直し、

国際的な合意形成を図ることを求められる

ことになる。

　ICSSPE（International Council of 

Sport Science and Physical Education）

が 1999 年に開催した第 1 回世界体育サミッ

トではベルリン・アジェンダが採択された。

そこでは、「良質の体育 (Quality Physical 

Education)」という概念が提示されている。

それは、誰もが生涯にわたり身体活動を営

むために必要な技能、態度、価値観、知識

並びに理解を提供するものであると指摘さ

れるとともに、その実現には良質の教師と

カリキュラム内での時間数確保が不可欠で

あること、さらには初任者や現職教員の専

門職教育に投資することや体育の効果や質

の向上に向けた科学的研究を支援すること

も求められていた。

教科としての体育の可能性に対する認識の

拡大

　体育の危機は、ICT 等、未来社会に向

けて取り組むべき新たな教育課題への対

応が学校教育に求められるようになった

結果、他教科に比べ相対的にその地位が

低下したことにより生み出された。他方

で、いわゆる認知能力の向上を強調する教

育の抱える問題点も明確に指摘されるよう

になっていく。そのため、例えば OECD の

Education2030 の作成過程においてはコン

ピテンシーを構成する領域として知識、ス

キルに加え、態度及び価値観が位置づけら

れるようになった (白井 2020)。

　このような提案は、体育の価値付けにとっ

て有利な提案であった。実際、OECD(2019)

は、体育が認識的基礎の構築に加え、精神的、

身体的健康とウェルビーイングを包括した

健康の基盤並びに規範や倫理観を含めた社

会的、情意的基盤構築に特に重要であると

の認識を示している。

　加えて、2000 年以降、開発支援の効果的

なツールとしてのスポーツという認識が国

際的には醸成されていく。この過程では、

スポーツの価値が高く評価されるように

なっている。2013 年に開催された第 5 回体

育・スポーツ担当大臣等国際会議（MINEPS）

に併せて作成された Designed to Move 

(ICSSPE,2012b) では、身体活動、練習、ス

ポーツや身体を積極的に動かす遊びから期

待できる便益として 1) 身体的資源、2) 情

動的資源、3) 個人的資源、4) 社会的資源、5)

知的資源並びに 6) 財政的資源があげられて

いる。

　他方で、Designed to Move では、その

取り組み方で実際に得られる便益が異なる

ことにも明確に指摘がなされていた。つま

りスポーツをすれば上述の便益が自動的に

獲得される訳ではなく、その獲得に向けた

意図的な関わりが求められることになる。

そのため良質の体育 (Quality Physical 

Education) は、学校教育のカリキュラム

内で意図的、発展的かつ包摂的な学習経験

を生徒に提供するものであると定義される

ことになる。同時に、生涯にわたり積極

的に身体活動を営むために必要な運動技

能、認知的理解、社会的スキル並びに情動

的スキルの習得について発達段階を踏まえ

て促すものであると定義されることになる

(UNESCO 2015a)。また、UNESCO(2019a) は、

良質の体育の実現に向け、スポーツの価値

の一部として尊敬、公平、包摂という価値

を伝える教材を開発し、その普及を図って

いる。

　このようなスポーツの価値や便益に関す

る指摘やそれを前提とした良質の体育の

提案は、学校教育内において体育の担う価

値に対する認識を変えていく可能性を秘め

ていた。その定義において社会的スキルや

情動的スキルの意図的な習得が明記されて

いることは、その例と言える。また、国際

的な取り組みが開始される時期には競技ス
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ポーツは学校体育のモデルとはなり得ない

との指摘 (Kirk 2004) や脱近代スポーツ主

義的な提案、さらにはフィジカルリテラシー

の提案がなされるようになっていることも

見過ごすことはできない。それらの提案は、

学校外で実施されている競技スポーツを学

校に持ち込めばいいという発想ではカリ

キュラム内での体育の価値に対する社会的

な支持が得られないという認識を生み出し

ていくことになる。このような試みの上に、

良質の体育の概念やその実現方法に関する

国際的な合意が形成されていったといえる。

　良質の体育やその普及に関する国際的な

合意が形成される一方で、グローバルノー

スの国々で発展普及してきた体育政策をグ

ローバルサウスの国々にそのまま移転しよ

うとする国際協力の試みが頓挫してしまっ

た事例も指摘されている。例えば、南アフ

リカ共和国では UNESCO 主導でバーゼル大

学、ネルソンマンデラ大学が体育、ダンス、

衛生をセットにしたプログラム・パッケー

ジを開発し、その普及が図られている。し

かし、南アフリカ共和国では、体育を独立

した教科として設定することができなかっ

た。そのため、UNESCO の良質の体育普及の

試みは南アフリカ共和国では失敗に帰した

と報告されている。その要因にはアパルト

ヘイト政策に遡る社会の対立や、複雑に入

り組んだ省庁間の利害・責任体制を調整す

る困難さがあげられている (Uhlenbrock & 

Meier 2023)。

体育教師に求められる資質・能力の提案

　上記のとおり、良質の体育の実現が学校

教育や社会にとってもたらす便益が盛んに

主張される一方で、それを制度的に安定的

に提供できるシステムが持続可能な形で構

築されないと、期待できる便益を得ること

は難しい。そのため、包摂的で良質の体育

授業の実現に向けた国家戦略が国際的に提

案されるようになっていく。

　信頼できる体育教師教育プログラムは、

一夕一朝に構築されてきたわけではなく、

長い時間をかけて構築される必要がある。

体育の危機の克服に向けた国際的な動きが

加速し始める時期は、体育教師教育に関す

る研究が活性化するとともにその改革に向

けた提案が積極的に示されていく時期でも

あった。

　例えば、ICSSPE(2012a) は、2012 年に体

育システムの国際的な評価指標を提案して

いる。その中で体育教師に関しては、1) 良

質の体育教師が良質の体育授業の実現に不

可欠であるとの認識、2) 生徒が享受できる

経験の質を最大限に高めるための計画の立

案能力並びに 3) 教師の効果を高めていくた

めの地域の支援等の観点が示されている。

　また、すでにアメリカでは、1995 年に

体育教師教育のスタンダードが提案されて

いた (NASPE 1995)。その背景には、体育

の授業は有能で有資格の教師により教えら

れることの重要性が指摘されていたこと

(Siedentop 2000) がある。アメリカにおけ

るこの体育教師のスタンダードはその後、

改訂を繰り返し、2017 年に改訂されたスタ

ンダードが適用されている。そこでは、1)

内容と基礎に関する知識、2) 技能と健康関

連型体力、3) 授業の計画立案とその実行能

力、4) 学習指導とマネジメント能力、5) 生

徒の学習成果の評価能力、6) 専門職として

の責任感が示されている (SHAPE America 、

2017)。

　これらスタンダードの提案は、包摂的な

良質の体育授業の遂行には、教師の意図的

な学習が必要になることを示している。し

かし、その意図的かつ効率的な学習には、

良質のカリキュラムが必要になる。この点

に関わり、教師が身につけるべき知識や技

能 が PCKg(Pedagogical Content Knowing)

として提案されてくることになる。この概

念のもとでは、1) 教育学的な知識、2) 教科

内容に関する知識、3) 生徒に関する知識並
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びに 4) 学習の文脈に関する知識を互いに関

連付けて実際に活用できるようになってい

る状態が表現されることになる（Cochran 

et al. 1993）。それはまた、これら複数の

知識を関連付けることを可能にする体育教

師教育のカリキュラムが求められることを

意味している。また、体育教師教育の段階

を導入期、統合期並びに熟達期に区分し、

教師の成長の段階に応じて習得が期待され

る知識や技能も提案されるようになってく

る (Graham et al. 2016)。効果的な体育教

師教育プログラムの開発に際しては、この

ような教師の成長段階を見据えておくこと

が求められる。

不安定な体育教師の社会的地位並びに体育

教師教育の内容充実に向けた取り組み

　このような提案を踏まえた体育を持続可

能な形で提供していくためには、体育の実

態を規定している複数の要因を変更してい

くことが必要になる。その際には個人レベ

ルでできることと制度的対応を区別し、そ

の対応策を検討することが必要になる。し

かし、この改善に際して関係者は厳しい現

実に直面することになる。現実的な問題と

して、良質の体育の提案を踏まえた授業を

提供するには、その実行主体の育成やその

実現に必要な制度的条件の整備を必要とす

る。しかし、良質の体育が国際的に提案さ

れた時期、体育の授業を行う教師の実態は

多様であり、体育教師教育に携わることの

できる人材も不足していた。

　一般的に体育専科教員（Specialist’ 

Physical Education Teacher）には 3 つの

タイプが存在する。1）体育のみを担当す

る体育教師、2）他教科と体育を指導する

体育教師、そして 3）小学校等でジェネラ

リストとして体育の授業を担当している教

師である。しかも、いずれの学校段階の体

育専科教員にも、体育以外の教科の担当が

求められていると報告されている。例えば

体育教師に他教科の授業の担当を求めてい

る比率は世界全体では 49％、アフリカでは

85％、北米で 67％、オセアニアで 100％に

上っている。この点に関してアジアのデー

タが欠落しており、アジアの実態は見えて

いない状態であった (UNESCO 2014, p.50)。

また、専科教員の比率は、初等教育段階で

はジェネラリストが多数を占めてはいるが

専科教員も配置され、中等教育段階では専

科教員が多数を占めることが報告されてい

る。この傾向は、2007 年調査とも大差が

ないことも報告されている (UNESCO 2014, 

p.50)。

　なお、体育の授業を担当するには、初等

教育であれ、中等教育であれ、担当する教

師には学士資格相当が求められている。特

に中等段階では修士号取得を求める国もみ

られる。他方で、体育教師の不足や養成

段階の不備、特に小学校での担当に向けた

準備の不適切さに加え、体育教師の示す否

定的な態度や動機の低さも問題点として指

摘されている。また、教師の不足はクラス

の大人数化を引き起こしていることも問題

点として指摘されている。さらに、体育の

教員不足をスポーツコーチ等の学校外の人

材で補おうとする結果、授業の質が担保さ

れていない等の問題点も指摘されている

(UNESCO 2014, p.46-47)。また、このよう

な状況は、同調査の 10 年後であっても改善

されていない。そのため、標準化されたカ

リキュラムの開発や体育教師教育の枠組み

の確立に向けた取り組みが求められている

(UNESCO 2023)。

３．アセアンにおけるカンボジア体育

教育とカンボジア教師教育改革の

動き

　カンボジアでは、ポルポト政権時代

（1975-1979 年）に全体の 75％の教員が殺害

された。しかし、その後のベトナム軍占領
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期の教育体制を立て直す緊急対策において

は、体育に関してはクメール体操というラ

ジオ体操程度の軽運動の導入が限界であっ

た (山口 2012)。

　JICA 草の根技術協力事業として小学校体

育指導書作成支援プロジェクトが開始され

た 2006 年当時、法的には時間割の中で体育

は週 2 時間が割り当てられていた。しかし、

その当時、体育の授業の目標が明確に示さ

れていたわけではなかった。( 西山 2024)。

そのため、小学校の体育の目標設定に関す

る意思決定が最初になされる必要があった。

　カンボジアの小学校における体育の目標

をめぐる論議は、小学校体育のカリキュラ

ム（学習指導等要領）開発に向けたワーク

ショップ内でカンボジアの人々が論議する

中で確定されてきたものである。そこでは、

「態度・知識・技能・協調性」の 4 つの目

標が設定され、この目標群は中学校でも踏

襲されている。高等学校に関しては、知識、

技能、態度の 3 つの目標群が設定されてい

る。高等学校の目標群は、2015 年に制定さ

れている Curriculum Framework において教

育全体の目標として「知識・技能・態度」

が明確化されていたことを踏まえ、「協調性」

を「態度」に組み入れて整理された。

　その意味ではカンボジアの体育の目標は、

今日、国際的に受け入れられている体育の

目標群と整合性のとれた内容となっている。

それはまた、目標レベルでいえば、生涯に

わたりスポーツに親しむ資質・能力の育成

を目指すという観点からみても、近代スポー

ツ志向、競技志向とは異なる、教育学的な

志向のもとで設定されている目標群といえ

る。

　しかし、そのような目標群を踏まえた体

育の授業をすべての児童、生徒が享受でき

るか否かは、授業を担当する教員の価値観

や知識、技能の影響を受けることになる。

この普及システムの構築並びにそれを持続

可能で発展的なものにしていくには、教員

養成段階と現職教育を統合する体育教師教

育システムの構築が不可欠となる。しか

し、この課題への対応には、長期的な計画

が必要になる。実際、中学校の体育教師が

プログラムを変更していくことを促進する

要因として、1) 体育に関する教師のビジョ

ンと信念並びに 2) 校長、同僚並びに生徒か

らの支援が、またそれを阻害する要因とし

ては、1) 地域の実践と政策並びに教育上の

優先事項が指摘されている (Bechtel & O’

Sullivan 2007, p.232-233)。このように、

体育教師の成長を促進、阻害する要因は多

岐にわたる。それらの要因は互いに関連し

あうとともに互いに変化していくエコシス

テムとして機能している。例えば、校長の

支援や校長と体育教師集団をつなぐ体育主

任の校長への働きかけが、体育の授業の質

の改善やその持続可能性を担保していくよ

うになることは、その例である。

　また、教師教育の立場にしても教師を、

1) 知識を受け入れる教師、2) 省察主体とし

ての教師並びに 3) 知識の協同的創造者並び

にカリキュラムの創造者としての教師 (O’

Sullivan 2003, p.276-278) のいずれと見

なすかにより、教師教育の内容や方法が異

なることになる。そのため、現状、アセア

ン並びにカンボジアにおいて体育の授業の

成果を規定している多様な要因間の関係を

丁寧に把握し、改善に向けた方略を検討し

ていくことが必要になる。この一つの手掛

かりは UNESCO(2014) の体育に関する世界的

調査の報告書に求めることができる。

　UNESCO(2014, p.47) には、アセアンの

体育教師教育に関する報告も収録されてい

る。そこでは、授業の計画づくりや学習指

導に関する知識不足にみられるような体育

教師教育の質の問題が指摘されている。ま

た、体育教師の給与や専門職へのリクルー

ト、体育教師の貢献に対する低評価、転職

の困難さに加え、高齢化が問題となってい

る。これらは、体育教師に対する社会的評
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価に起因するものであるとともに、この状

況改善に向けては長期的な対応が求められ

ることになる。教員免許を含めた養成制度

の質並びに現職教師教育の質を他教科のそ

れと同等にしていくことは、その例である。

また、このような取り組みには、制度設計

に関わる法整備や高等教育機関に勤務する

人材育成、それを支える研究の蓄積が求め

られることになる。

　他方で、アセアンで言えば、各国が抱え

ている課題は多様化しているため、自国の

現状を踏まえた現実的な行動計画の作成、

実施が求められることになる。実際、スポー

ツ庁の委託研究でアセアン各国の体育教師

教育に関するプロジェクトを実施している

と、養成段階と現職教育のいずれに重きを

置くのか、女性・障害者・高齢者・貧困家

庭などの社会的弱者の包摂をどのように位

置づけるか否か、資料集の作成に取り組む

か否か、多様なステークホルダーとの連携

を図るか否かで各国の取り組みに違いが見

られる ( 日本体育大学 2024)。また、アク

ションプランの作成に留まるのか、それを

実行する段階に入っていくことができるか

否かにも差が出ている。この差は、政策レ

ベルでの意思決定手続きの違いや担当者の

責任や権限の違い等に起因している。例え

ば、包摂的な良質の体育を志向する場合、

国により所轄省庁が複数にまたがる可能性

がある。この場合、異なる省庁間の関係を

どのように構築するのかという問題が新た

に浮上することになる。

質の高い教育を目指したカンボジア教員養

成改革

　カンボジアでは 1970 年代からの内戦中、

学校が破壊され、教員が標的にされ、教

材が廃棄されるなど、教育セクターは壊滅

的な打撃を受けた。学校は、内戦が終結し

た 1979 年から再開されたが、極度の教員

不足の状況に対応するため、教員養成は小

学校 3 年生を終えた人に 1 年間の短期間の

プログラムを提供することから再開された

(MoEYS, 2024c)。教員養成制度は、1997 年

になってようやく 12+2 制度（高校を卒業し

12 年間の教育課程を終えた人を 2 年間で教

員として養成するプログラム）にまで拡充

されている。

　「教育へのアクセス」については、地域

格差などの課題は残るものの、近年、一定

の改善がみられる。一方、「教育の質」に

ついては、従来から大きな課題とされてい

る。OECD が実施する国際的な学習到達度調

査 (PISA 2022) において、カンボジアは参

加 81 ケ国中、最下位だった。その原因とし

て、教員の量的・質的な不足などを背景に、

「教科書の暗唱と暗記」を中心とする授業が

続いていることがあげられる。

　カンボジア政府は、教員の能力強化を進

めるため、“教師政策 2013”に教育改革の

柱として、小中学校教員の学士化政策を掲

げ、“教師政策行動計画 (Teacher Policy 

Action Plan: TPAP) 2015”に高等教育機関

としての教員養成大学（Teacher Education 

College: TEC) の導入を掲げた。JICA は無

償資金協力、技術協力プロジェクト、長期

研修員制度などを通じて、2017 年からプノ

ンペンとバッタンバンに教員養成大学 2 校

の設立と基盤構築を支援してきた。両 TEC

では、小学校教員養成課程と中学校教員養

成課程（まずは理数科 4 科目の教員養成）

を行っている。

　教育実習生受入校を対象に実施したイン

タビュー調査（松田 2022）が示すように、

12+2 学生に比較した 12+4 学生の評価は高

く、それらの成果を受けて、教育省は主要

ドナーなどを巻き込んだ TPAP 2024-2030 改

定に係る議論の中で、「2025 年より全ての

教員養成校を TEC とし、小中学校の教員養

成課程を 2 年制から 4 年制に移行すること」

を決めた。こうして教員養成改革は、カン

ボジア政府が進める教育改革の一つの大き
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な柱に位置付けられるに至り、現在、JICA

に加えて、世銀、UNICEF、 UNESCO、KOICA

など多くのドナーが支援に乗り出している。

また TEC では日本財団の助成を受けた東京

学芸大学や KIZUNA が学校保健、JICA 草の

根技術協力の助成を受けた JHP 学校を作る

会が芸術教育をそれぞれ支援しており、日

本が支援した TEC がドナー・NGO・大学など

多様な関係者協調を通して、教師教育改革

推進のプラットフォームとなっている。

　カンボジアでは、現在、体育教師の養成

機関である NIPES が 4 年制の高等教育機関

へ移行することが重要な課題となっている。

NIPES は中等教育段階の体育教師教育を担

うカンボジア唯一の機関であり、このカリ

キュラムを他教科の教員養成で求められて

いる条件を満たす形で構成、展開できるこ

とは、体育教師の社会的地位の改善という

視点からみて重要になる。また、他教科で

は意図的には指導していない認知領域以外

の領域の学習指導が求められる点で、体育

は極めて指導が困難な教科といえる。その

ため、現時点でのカンボジアは、これらの

内容領域の学習指導を可能にする知識や技

能を養成段階の学生に指導することを通し

て体育教師の教育者が成長していく過程を

歩んでいる段階といえる。それは、カンボ

ジアの体育教師教育の成長を促していく一

つの重要な段階といえる。

教育セクターの優先課題に取り上げられる

ようになった体育科教育

　2023 年 5 月、カンボジアは東南アジア競

技大会（SEA GAMES 2023）を初めて主催した。

当時のフン・セン政権は、「国威発揚の機会」

とばかりに国を挙げて開催に取り組み、教

育省も約 1 ケ月にわたり公立・私立校の学

校閉鎖を通達した。大会には東南アジア 11

カ国（東ティモールを含む）が参加した中、

カンボジアは過去最高の 282 個のメダルを

獲得して 4 位と躍進し、国中が歓喜に沸い

た。

　その後、総選挙を経て 2023 年 8 月に発

足したフン・マネット新政権は、それまで

の「四辺形戦略」と呼ばれる最上位の国家

開発戦略を踏襲しつつ、新たに「五角形戦

略」を打ち出した。それを受けて、教育省

は五角形戦略に向けた“教育戦略計画（以

後「ESP」） 2024-2028”を策定しているとこ

ろである。ESP 最終案には、初めて、「身体

活動、体育科教育、スポーツ」が 5 つの優

先プログラムの内のひとつに掲げられてい

る。山口 (2012) は、「残念ながら、カンボ

ジアの現状を考察すると、（中略）教育開発

重点項目ですら多くの課題が山積みである

ため、体育科教育を重点化して課題解決を

求めることが難しい状況にある」と記して

いるが、それから約 12 年の歳月を経て、体

育科教育は教育セクターの優先課題に位置

付けられるに至ったと言える。

　なおカンボジアでは 2023 年より成果連動

予算が導入されており、教育省は財務省と

の間で、5 つのプログラムに係る成果達成

合意を結んでいる。プログラムには「体育

科教育とスポーツの発展」が含まれている

が、その指標は「国際スポーツ大会でのメ

ダル数」と「スポーツ指導者養成数」の 2

つとなっており、いずれも競技者育成に力

点を置いたもので、学校での体育科教育の

振興は含まれていない (MoEYS 2024d)。ま

た筆者のうち松田は教育政策アドバイザー

として、これまで TPAP 改定、ESP 改定など

一連の政策協議に入ってきたが、学校体育

教育について実質的な議論はほとんど皆無

であった。このように草の根技術協力事業

開始時の 2006 年に比べると、体育科教育は

教育セクターの優先課題に位置づけられる

ようになったものの、政策協議や成果連動

指標での具体化については引き続き取り組

む課題であると言える。

　カンボジア政府が進める教育改革の目的

は、児童・生徒の学びの改善である。教育
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省は前述の教員養成改革だけでなく、高校

卒業生に対して実施する国家試験（G12 テ

スト）や PISA など国際学力テストでの成績

向上を目的として、柔軟な独自カリキュラ

ムの実施を認める New Generation School

やモデル校などの拡大を中心とした学校改

革、生涯学習の一環としての現職教員研修

（Continuous Professional Development）

を押し進めている (MoEYS 2024d)。

　2024 年 2 月には、カンボジア政府が予算

確保の上に各州の教育委員会の体育担当の

指導主事をプノンペンに招集し、自国の体

育教師教育改善に向けたアクションプラン

の周知徹底を試みている。この招集は、こ

れまでの 18 年にわたるハート・オブ・ゴー

ルドの協力とは別に、カンボジア政府関係

者のイニシアチブのもとでなしえたものと

言える。その意味では、カンボジアでは、

良質の体育授業実現に向け、教員養成だけ

でなく現職教員に対する研修においても、

多様なステークホルダーを巻き込んで前進

していく、持続可能な体制が整えられ始め

ているといえる。

　さらに 2023 年より教育セクターにおいて

地方分権化が本格実施され、初等教育、就

学前教育、ノンフォーマル教育の所掌は、

教育本省から郡教育事務所に移管された。

州や郡などへの予算配分は、2023 年まで 5％

前後で推移していたが、2024 年は 46.8％と

なっている（出典：MoEYS, 2024d）。このよ

うに教育省の TPAP・ESP というマクロレベ

ルで取り組まれてきた教育改革について、

今後は、特に小学校における体育科教育の

拡充について、これまで以上に州・郡教育

事務所などのメゾレベル、そして学校現場

のミクロレベルでの関係者の合意形成と実

行が重要になる。

４．カンボジア体育科教育における質

の高い教員の輩出・育成に向けた

包括的な取り組みの成果と課題

　第 2 章の先行研究から抽出された、1）政

策的位置づけ、2）カリキュラム、3）教員

養成と現職教員の育成、の 3 つの視点から

カンボジア教育省とハート・オブ・ゴール

ドによる 18 年間の協働の過程を分析する。

分析するデータとしては、体育教育を全国

に普及させるという政策・マクロレベルで

の議論に加え、全国への体育普及と定着を

担う学校体育スポーツ局（DPESS）、国立体

育・スポーツ研究所（NIPES）に所属するナ

ショナルトレーナーや州・郡教育局体育教

育担当官（メゾレベル）、そして学校現場で

の普及・定着に取り組む体育リーダー教員、

教員（ミクロレベル）から、ハート・オブ・ゴー

ルドが日々のモニタリングや記念誌 ( ハー

ト・オブ・ゴールド 2010、 2021)・書籍 (西

山 2024) 作成の過程で蓄積してきたインタ

ビューデータをもとにする。

政策的位置づけ

　第 1章で述べられているとおり、ハート・

オブ・ゴールドによるカンボジア体育科教

育支援は 2006 年に遡る。現在のハート・

オブ・ゴールド代表理事である有森裕子が

1996 年のアンコールワット国際ハーフマラ

ソンに招待された。それを契機にこのマラ

ソン大会を継続するために 1998 年にハー

ト・オブ・ゴールドが設立され、マラソン

支援、指導者育成支援を経て、2006 年から

JICA 草の根技術協力事業として、ハート・

オブ・ゴールドは教育省と共に小学校の学

習指導要領作成支援を開始している ( ハー

ト・オブ・ゴールド 2021)。

　2006 年当時の教育政策の中で体育科教

育はどのような位置づけだったのだろう

か。まずカンボジアの憲法の中では、第 6

章第 65 項に「国家はすべてのレベルにお
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いての質の高い教育の保障と促進およびす

べての国民に質の高い教育を届けるための

必要手続きを取る。国家はすべてのカンボ

ジア国民の福祉のための体育とスポーツを

尊重する」と記載されている (Kingdom of 

Cambodia 1999)。この憲法の下に教育法が

あり、教育法第 1 章第 4 項には、「この法

律において教育は、学習者が彼ら自身、家

族、コミュニティ、国家、世界のために役

に立つ個人となるための知識、技能、能力、

価値を身に付けるための全ての活動を通し

た教育発展の過程もしくは身体・心・精

神の発達」と記載されており (Kingdom of 

Cambodia 2007)、その具体的な内容は別途

定めるとされている。実際の学校での授業

時数を定めているカリキュラム・フレーム

ワーク（2015 年に改定）では、年間 35 週

間で体育の授業は週 2 時間確保されている

(MoEYS 2015)。2015 年以前もカリキュラム

開発のための政策（2005-2009）の中で小学

校から高等学校まで週 2 時間の体育・保健

の時間が規定されていた (MoEYS 2004a)。

　しかし、そうした政策が学校現場で実施

されていたかというと、スポーツ大会に向

けての練習のために体育授業の時間が使わ

れたり、器具などは使わず体を動かすだけ

のクメール体操を 40 分授業で 10 程度実施

したりすることが主であった。つまり、体

育の時間はスポーツの技能を向上させる時

間、子ども達を運動させる時間という体育

教員の認識を変えることは困難であった。

このことから、政策と学校現場の実践との

一貫性を整えていくことがカンボジア教育

省とハート・オブ・ゴールドとの協働で目

指す目標とされた (西山 2024)。

　このように政策的位置づけが学校現場の

実践と一貫性があるかを見るうえで、政

策を予算、行動計画として具体化し、現場

での普及に繋げる政策の実施体制が重要と

なる。政策の実施体制としては、教育省は

2003 年に学校体育・スポーツ局を新設し、

ナショナルトレーニングセンターから国立

体育・スポーツ研究所を分離させている

( 西山 2024)。ハート・オブ・ゴールドは、

2006 年から 2016 年まで続けた学校体育科

教育支援事業では、DPESS をカウンターパー

トとして事業を進めている。小学校体育は

日本同様、1 人の教員が全ての教科を教え

るため、体育専門の教員としては養成され

ておらず、全国 18 カ所にある州教員養成校

（PTTC）で教員が養成されている。州教員

養成校は基本的には 2 年制で、JICA が支援

してきたプノンペン都とバッタンバン州の

み 4 年制の教員養成大学が存在する。教育

省内のスポーツ総局でも小学校は教員養成、

現職教員研修ともに DPESS が、中学校、高

等学校では教員養成を NIPES が、現職教員

研修を DPESS が担う体制になっている ( 西

山 2024, p.36)。

　ここから言えることは、体育以外の教科

は教育総局が担当するため、体育を担当す

るスポーツ総局との情報共有が困難である

こと、学校体育・スポーツ局という名称に

見られるように体育とスポーツの両方を重

視して扱っていたことであった。2006 年

のプロジェクト開始当時、同局はスポーツ

大会の運営も行っており、体育授業の普及

だけに専念する体制ではなかった。その後

2022 年にスポーツ総局内にスポーツ大会運

営を担当する「学校スポーツ大会局」が新

設され、DPESS はより体育の発展を中心に

担う部局としての性格を強めていくように

なった (西山 2024, p.36)。

　

カリキュラム

　ハート・オブ・ゴールドは 2006 年の協力

開始以降、2007 年に小学校、2016 年に中学

校、2018 年に高等学校の体育科学習指導要

領を作成、2014 年に小学校、2018 年に中学

校、2021 年に高等学校の体育科指導書を作

成し、それぞれ教育省大臣により認定され

た。これにより学校現場レベルでの「態度・
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知識・技能・（協調性）」を教える新しい体

育の普及が進められていった。

　DPESS 副局長（当時）のドク・キリロァッ

ト氏は学習指導要領作成と学校への新し

い体育導入時の困難を次のように振り返る

(ハート・オブ・ゴールド 2021)。

小学校体育科の学習指導要領を作成し始め

たときは、知識も道具も施設も場所もなく、

また今まで学習指導要領を作成した経験者

が誰もいない中、学校体育スポーツ局のワー

キンググループの限られたメンバーで作成

するのはとても困難だった。（中略）一スタッ

フの立場で局長や事務次官等の上級官僚と

コミュニケーションを取ることはカンボジ

アの歴史的背景から大変難しかった。　

ほとんどの教員が学生の時に体育を習って

いないため、まずは体育とは何かをわかっ

てもらうことから始めた。（中略）実際に学

校へ行ってみると、先生は 40 分授業のう

ち 10 分程度クメール体操を教えるだけだっ

た。運動できるスペースがない、ボールな

どの教具がない、日本のように体育館がな

い、雨が降った際には体育を中止せざるを

得ない環境であり、年間計画、指導案など

を準備して授業に臨む先生はいなかった。

たくさんの困難にぶつかりあいながらのス

タートであった。

　小・中・高の学習指導要領に記載されて

いる体育の目標を整理すると以下の表 1 の

ようになる。第 2章で述べている通り、小・

中学校では、「態度・知識・技能・協調性」

が、高等学校では、2015 年に改定されたカ

リキュラム・フレームワークに従った「知識・

技能・態度」が目標として掲げられている。

2015 年に改定されたカリキュラム・フレー

ムワークでは、小学校・中学校の学習指導

要領に記載されている「態度・知識・技能・

協調性」から「協調性」が「態度」の中に

組み込まれたことから、高等学校の目標と

も一定の整合性が保たれていると言える。

　この目標を達成するために小学校ではリ

ズム運動、器械体操、陸上、サッカー、バ

スケットボール、バレーボールの 6 種目に

体力測定を加えた領域が、中学校では、7

領域、20 種目が、高等学校では 7 領域にさ

らにより多くのスポーツを学べるよう選択

できるような作りになっている。各学校レ

ベルでの領域表は図 1,2,3 の通りである。

教員養成と現職教員の育成

　上記のとおり開発されたカリキュラムで

規定された教科内容を教員が教えられるよ

うに、プノンペンとバッタンバンにある教

員養成大学、全国 18 か所にある小学校教

員養成校と中高の体育教員養成をしている

NIPES は教員養成を、DPESS は現職教員の育

成のためのワークショップや学校現場への

モニタリングを実施することが求められた。

　2006 年当初は、様々な困難に直面したも

のの、18 年間にわたる協働の中で小中高の

学習指導要領及び教員用指導書の策定、現

場での普及ワークショップの実施や学校現

場でのモニタリングを担う中で、DPESS や

NIPES のナショナルトレーナー、州・郡教

育局体育担当者、体育リーダー教員らの地

域トレーナー、学校現場の体育教員らの間

には上下関係ではなく対等な関係で議論で

きる「体育コミュニティ」が形成されていっ

た。体育コミュニティ形成がもたらした変

化としてメゾレベルでの州教育局の意識の

変化が確認できる。スバイリエン州教育局

体育・スポーツ局長コン・ティットコマ氏

は、プロジェクト目標であるスバイリエン

州の 50 の小・中・高等学校に新しい体育を

広げることを州としての目標として捉え、

州予算の一部をモニタリング予算として配

分し、州独自でモニタリングをし始めた (西

山 2024, p.123)。

　ミクロレベルでは、2011 年に教員として

ワークショップに参加し、その後地域トレー



図 1　小学校体育科の領域表（出典：MoEYS 2007）

出典：カンボジアの小学校・中学校・高等学校の学習指導要領をもとに筆者作成

表 1　小学校・中学校・高等学校における目標（知識・技能・態度（協調性））
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図 2 中学校体育科の領域表（出典：MoEYS 2016）
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ナーという体育リーダー教員として活躍す

るスバイリエン州プレア・シアヌーク小学

校のオン・ソタリー教頭先生は、これまで

の体育と新しい体育の違いを次のように語

る (西山 2024)。

　古い体育は生徒の腕と足を動かすという

ことだけが行われていた。40 分の授業の

あとに何かを達成するという目標設定はな

かった。新しい体育にはそれぞれの授業ご

とに目標設定があり、態度・知識・技能・

協調性の 4 つの目標を達成するというねら

いが明確にあった。授業中に子どもたちは

お互いに自分の意見を言うことができるし、

それぞれが異なる役割を持って授業を支え

あうなど、古い体育とは大きく異なってい

た。

　スバイリエン州バサック中学校のリッチ・

スブントゥーン先生は、新しい体育の導入・

普及にあたっての意気込みを次のように話

す (ハート・オブ・ゴールド 2021)。

　新しい体育は、教員が年間計画や単元計

画、指導案を作り、生徒達が達成すべき目

標を持って、授業に取り組めるように指導

しなければならない。先生はそういった責

任がある。そうすれば、生徒達は、新しい

体育で知識や健康も身に付けることができ

る。



図 3　高等学校体育科の領域表（出典：MoEYS 2018）
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　学校現場ではこれまで通りの体育のやり

方を実践してきた教員が多く、新しい体

育への理解や普及活動は容易ではないこと

が予想された。新しい体育を理解する教員

が養成されなければ、恒常的に学校現場で

のワークショップ、モニタリングを継続し

なければならなかった。そこで現場での普

及と同時に教員の養成にも取り組む必要が

あった。プノンペンとバッタンバンにある

教員養成大学、全国 18 か所にある小学校

教員養成校、中高の体育教員養成をしてい

る NIPES では学生が新しい体育を教えられ

るようになることが求められた。そのため、

教員養成へのアプローチが検討されたが、

その道のりは容易ではなかった。

　現職教員の育成と教員養成の双方に携

わっている NIPES 教員のペック・コンキア

氏は、新しい体育を導入した学校教育のカ

リキュラム内容を理解していたものの、そ

れをすぐに NIPES で教える教員養成のカリ

キュラムの内容に整合させていくことは

難しいと語っている ( 西山 2024, p.139-

140)。つまり、個人のカリキュラムに対する

理解だけでは教員養成のシステムを変えて

いくことは難しく、プロジェクトに関わる

人だけでなく、プロジェクトに関わってい
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ない人たち含め、広く教育省や NIPES 関係

者の理解を得ていくことが重要となる。

　上記のような問題意識が 2019 年からの

ハート・オブ・ゴールドと NIPES との協

働の開始に繋がるのだが、そこに至るまで

には、紆余曲折の過程があった。NIPES は

2017 年にフランスのナント大学との協定書

を締結した。この協定書の中でナント大学

が 4 年間 NIPES の学士化への支援をするこ

とを明記されている。一方で、予算につい

ては、支援を依頼する NIPES 側が負担する

ことになっており、NIPES 側が動かずに具

体的な活動は 4 年間実施されてこなかった。

また当初ナント大学より紹介されたプログ

ラムは体育学科、スポーツマネジメント学

科、コーチング学科の 3 つのコースであり、

1-2 年で基礎教科を学び、3-4 年で専門教科

を学ぶ作りになっている。 

　NIPES の学生は卒業後基本的に公務員と

して、体育教員になることが決まっており、

教育省の制度上、他のスポーツ分野への就

職はできない状況であった。つまりスポー

ツマネジメントやコーチングを学んだ生徒

も基本的に体育教員となり、各地方の中・

高等学校へ配属されることになる。そのた

め現場で求められていることと教員養成課

程で学ぶことの一貫性が取れないカリキュ

ラムになるのではないか、今までのプロ

ジェクトの成果が実を結ばなくなるのでは

ないかと懸念された。そこでまず体育学科

を確立し、学校現場で活用される学習指導

要領、指導書を理解し、教えられる人材を

育成することをハート・オブ・ゴールドか

ら教育大臣に提案し、これが受け入れられ

た。2018 年にハート・オブ・ゴールドは教

育省と協定書を締結し、2019 年 1 月からは

日本 NGO 連携無償資金協力支援事業により

NIPESへの支援が開始された。このプロジェ

クトでは、NIPES のシステム構築、人材育成、

施設整備が 3つの柱として位置づけられた。

　システム構築としては、カリキュラムの

策定を始め、アドミッション・ポリシー、

評価ポリシー、キャリアプラン、アドミニ

ストレーション・ハンドブックの策定等が

計画された。人材育成としては、各授業を

教える教員の養成に加え、運営に携わる

人材の育成が本邦研修及びカンボジアで

のワークショップ等を通じて行うことが

計画された。施設整備としては、1 年目に

プールの建設、2 年目にプール周辺施設と

ジム・ルームの建設、3 年目には寮の改修

が計画された。2019 年 10 月に Framework 

Bachelor of Arts (Physical Education)

（以下、カリキュラム 3）が教育大臣により

認定された。

　前述のペック・コンキア氏は本プロジェ

クトを通じ得られたことを次のように振り

返った (ハート・オブ・ゴールド 2021)。

　NIPES では今までに、どのように体育の

教員の授業を評価すれば良いか教えていな

かったが、指導案に記載した授業の「態度、

知識、技能、協調性」の目標を教えている

か、授業が指導案通りになっているか、評

価基準も指導書に記載されているため確認

できるようになった。ハート・オブ・ゴー

ルドは学校に行く時やワークショップでそ

のような評価方法を丁寧に説明してくれた。

体育授業の評価の仕方を教えてくれたこと

により、今まで NIPES 内の「教員養成」だ

けを考えていた視点から、二十一世紀のカ

ンボジアの子ども達に体育を通して、自分

自身で考えられ、想像力を豊かにし、勇気

をもって人に尋ねることができる人になる

よう高い指導目標を持つことができた。

　プロジェクト内で 4 年制のカリキュラム

は策定されたが、NIPES が正式な 4 年制の

高等教育機関として認定されるためには、

教育省より高等教育機関としての認定を受

ける必要がある。そのためには、教育省の

Minimum Standards for Accreditation of 
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Higher Education Institutions（MSAHEI）

に記載のある 9 項目 4、73 の基準で審査基

準に達成する必要がある。(MoEYS 2015) 

　この9項目73基準の内容を向上するため、

2023 年 2 月より第 2 フェーズとして、「カ

ンボジア王国 ICT 化による質の高い 4 年制

体育教員養成大学支援プロジェクト」が開

始された。このプロジェクトでは NIPES の

ICT 化を中心とし、図書館、国際センター、

内部評価、教員養成、学生管理、卒業生支援、

安全管理といった 7 分野の向上を目指す内

容になっている。

　本稿では、特にこれまでのハート・オ

ブ・ゴールドの協力とも関係する、国際セ

ンター、教員養成、卒業生支援の 3 項目に

ついて触れたい。国際センターについては、

国際センターの設立、年間計画を作成し、

毎年の目標設定と海外の大学等と連携して

NIPES 授業の向上を進めている。高等教育

機関としての基準を満たすには NIPES の半

数以上の教員が少なくとも修士号を取得す

る必要があるが、未だにそれは実現してい

ない。インドネシアのセマラン州立大学、

タイのシーナカリンウロート大学、カセサー

ト大学と連携協定を締結し、NIPES の教員

が留学することで修士号を取得できる関係

性は構築できた。今後は研究の推進や ICT

を活用した授業の展開、カリキュラム、シ

ラバスと授業の一貫性の担保は継続したモ

ニタリングと評価が必要となる。卒業生支

援では、単位移行制度を構築し、すでに卒

業している教員の学士取得、卒業生グルー

プを形成しての現職教員研修等を進めてい

くことになる (西山 2024)。

５．まとめと今後の研究課題

　本稿は、先行研究をもとに体育科教育シ

ステムを分析する視点を抽出した上で、カ

ンボジア教育省とハート・オブ・ゴールド

との 18 年間の体育科教育における協働の過

程を明らかにすることを目的とした。その

際に体育科教育を全国に普及させるという

政策意図（マクロレベル）を担った教育省

DPESS・NIPES に所属するナショナルトレー

ナー（メゾレベル）、体育リーダー教員や

教員（ミクロレベル）が政策意図をどのよ

うに理解し、実践したか、関係者のインタ

ビューなどこれまでハート・オブ・ゴール

ドが事業を通じて蓄積してきたデータをも

とに明らかにすることを試みた。

　分析の結果、本稿が先行研究に貢献でき

る知見を以下の通りまとめたい。山平ら

(2021) は、カンボジアにおける体育科教育

に関する 83 編の和文学術論文を対象とした

包括的なレビューを行い、次のような教育

制度に関する研究課題を提示している。第

一に、他国での類似のプロジェクトへの教

訓を抽出するために JICA 草の根技協による

支援での成果と課題をカンボジアの事例と

して整理すること、第二に、教員の質向上

のための教員養成の課題への対応が必要で

あること、第三に、高等教育機関としての

NIPES に関する研究が蓄積されること、第

四に、なぜ学校体育やスポーツが必要なの

かという意義に関することである。

　本稿から明らかになったことは、全国の

小学校・中学校・高等学校に体育科教育を

普及させるという政策意図を、政策的位置

づけ、カリキュラム、教員養成と現職教員

の育成という形で具体化し、これらを持続

的に支える DPESS・NIPES のナショナルト

レーナー、州・郡教育局体育担当部署関係者、

現場の体育リーダー教員や教員らが「体育

コミュニティ」を形成して取り組んできた

ことである。カンボジアの子どもの未来に

向けて、教育省、州・郡教育局、高等教育

機関、学校現場といった多層的で多様な関

係者が、違いと困難を乗り越え、政策と実

践の往還を持続可能な形で展開する「体育

コミュニティ」を形成していったことがカ

ンボジア体育科教育の発展を可能にしたと
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言える。この知見は、山平ら (2021) が提示

した研究課題への対応を進めるだけでなく、

今後次々と生じうる政策課題に一貫して対

応する上で必要不可欠な体育科教育の中核

人材育成に関する研究への貢献と言える。

　最後に、今後の課題として次のような研

究課題への対応が求められる。第一に、「体

育コミュニティ」に関する量的質的に厚み

のある研究の蓄積である。本稿の限界とし

て数人のみの限られたインタビューデータ

しか取り扱えなかった。今後、カンボジア

の「体育コミュニティ」がこれまでの学習

指導要領、教員用指導書の改定、現場への

普及・モニタリングだけでなく、障害者・

女子・高齢者などの社会的弱者が体育・ス

ポーツに積極的に参画するという包摂性に

関わる新たな政策課題への対応にどのよう

にコミュニティを再編・拡張し、教員養成

と現職教員の育成といった人材育成に貢献

できるかを明らかにすることは研究上の意

義がある。

　第二に、体育科専門教員である NIPES 卒

業生がどのように学校体育の実践を牽引し

ていけるかを明らかにすることである。教

員養成で「新しい体育」授業を理解しても、

現場で教師になれば校長や同僚教師など周

囲の理解の欠如、器材の不足、時間の制約

など、「新しい体育」授業を実践する上での

課題は依然として多い。このように教員養

成と現職教育との橋渡しをする上で、児童

生徒の実態把握、行動・理解変容を目指し

た介入策の検討と実施、評価という一連の

アクションリサーチの導入・継続的な実施

は重要な視点である、すでにプノンペン、

バッタンバンの TEC ではカリキュラムの中

でアクションリサーチが導入されているよ

うであるが、複数の教科を扱うためアクショ

ンリサーチの実施、成果の蓄積にはそれな

りの時間を要することが想像される。その

点、NIPES は体育専科の教員養成機関とい

う特徴を活かし、DPESS、州・郡教育局、学

校現場と連携したアクションリサーチの実

施、蓄積を進めることができる。このよう

に体育科でアクションリサーチの PDCA サイ

クルを進める上でどんな課題があり、どの

ように改善できるかを明らかにすることは

他教科のアクションリサーチにも貴重な示

唆があり、意義が大きい。

　第三に、本稿では、18 年間の体育科教育

支援の歴史を概観したものの、教育政策の

中での体育の位置づけの変化をより広い社

会的な文脈で多面的に分析することはでき

なかった。政策研究的なアプローチになる

が、学校体育を普及させる上で、国民統合

を意識した政治・行政の姿勢、メディアの

影響、一般国民の生涯スポーツへの参加、

健康増進などに対する意識がスポーツや体

育の振興にどのような影響を及ぼしたのか

（国内的要因）、また、世界的な非認知領域

への注目、オリンピックのような国際的な

舞台や SEA Games などの地域共同体でのス

ポーツへの参加・競争意識の高まり、アセ

アンの体育科教育関係者の学びあい（教育

省、高等教育機関、現場教員）（国外的要因）

との関係を明らかにすることは意義がある。

　最後に、今後、体育科教育の観点から他

教科も含めたカンボジア教育改革・教員政

策の文脈における調査研究とそれに基づく

具体的な政策提言、現場への示唆の抽出が

一層期待される。その際、アカデミックな

世界の共通言語である英語による幅広い関

係者に向けた発信が重要になることは言う

までもないが、より本質的に重要なのはカ

ンボジア人自らによる内発的発展の視点で

はないだろうか。つまり高等教育機関となっ

た TEC や NIPES の教員らカンボジアの人々

が、政策と実施の一貫性を担保するための

示唆を得られるような調査研究やアクショ

ンリサーチを現場の体育教員と共創し、そ

の成果をクメール語で共有していくことが

重要になる。またそうした取り組みを日本

人研究者・実践者との共創により実現させ
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ていくことは、日本側関係者にカンボジア

での「体育コミュニティ」の力、つまり幅

広い世代の関係者が活発に議論しあうこと

で人材の育成と経験の継承が着実になされ

ている姿を焼き付けることになる。それは

今後の日本の体育科教育のアップデートに

も貢献する可能性があるのではないだろう

か。

注

1 本稿は筆者の個人的な考えを述べたものであ

り現在所属する組織の見解を代表するもので

はない。

2 初めての総選挙が行われた 1993 年には、選挙

監視の任務にあたっていた国連ボランティア

の中田厚仁氏、文民警察官として岡山県警から

派遣された高田晴行氏が襲撃され、命を落とし

ている。

3 Education Study（130 単位）、Academic Subjects

（55 単 位 ）、Curriculum Study（12 単 位 ）、

Language Enhancement and Academic Discourse 

Skill（LEADS）（14 単位）、Essential Course（9

単位）、Practicum（22単位）が設定された（NIPES、

2019）。
4 1)Mission, Vision and Goals, 2)Governance and 

Management, 3)Academic Staff, 4)Academic 

Program, 5)Student Service, 6)Learning Resource, 

7)Physical Resources, 8)Financial Resources, 9)

Internal Quality Assurance）
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This article aims to reveal the process of 18-year collaboration between 
the Ministry of Youth, Education and Sport, Cambodia, and the Hearts of Gold, 
Japanese NGO, in developing Physical Education (PE) system in Cambodia. The 
article starts with extracting viewpoints of analyzing PE system based on the 
literature review, describes how PE in Cambodia has changed over the past 18 
years, and analyzes the collaboration process through such viewpoints. Firstly, 
the literature review shows that it is necessary to have the following viewpoints 
to spread the notion of Quality PE to the world: 1)to what extent education policy 
put emphasis on PE, 2) how to develop quality curriculum based on each country’s 
context and needs, 3) how to proceed pre-service and in-service training of PE 
teachers to put curriculum into lesson delivery. Secondly, reviewing the position of 
PE in Cambodia among ASEAN countries and current teacher education reforms 
in Cambodia, this article shows the following fi ndings: 1) PE in Cambodia, which 
was a mere Khmer exercise in the past, has been one of prioritized issues in 
education sector in recent years and its policy emphasis has changed dramatically, 
2) the goals of PE in Cambodia are consistent with those which have been 
accepted worldwide, 3) it is essential to establish a PE teacher education system 
which integrate pre-service with in-service in order to sustain its policy intention. 
Lastly, this article reveals the signifi cance of “PE professional community,” which 
is formed by various stakeholders from national trainers, provincial and district 
education offi cers, to PE leader teachers and teachers on the ground. This fi nding 
is signifi cant in a way that it responds to research gaps that the literature point out 
and it contributes to promoting research on core human resources in PE, which is a 
key to any measures to cope with upcoming policy challenges.




